
男と覇港管理組合一般競争入札公告第 6号

地方自治法第234条第 将J質及ぴ地方自治法施行令第167条の 5の 2の規定により、制限付一般競争入本と (以下「入札」

という。)を実施するので、地方自治法施行令第167条 の 6及び那覇港管理親合契約規則第13条の規定により、次のと

おり公告する。

令和 7年 2月 27日

鶉岳覇 港 管 I塁 継 控

管 理 者 重城 康程

郡轟総
彎霞継摯
管理愛重F

1 入札に付する事項

(1) 件  名 労働者派遣業務 (秘警業務)委託

(2) 契約の内容 仕様書のとおり

(3) 業務地 沖縄県那覇市通堂町2番 耳号 露と覇港管理組合 総務部総務課

(4) 契約期間 令和 7年 4月 刊日 から 令和FO年 3貞 31日  まで

(5) 資奪各審査の
方法

事後審査型 ※本業務I森 、競争参力騒資格の審査を入札執行後に行う。

(6) 最低制限l面格 本入札案件 1ま 、最低制限価格 Iま設定 しない。
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2 入札参加資格

次に定める要件をすべて満た していること。

(1) 沖縄県内 |こ 本店を有 し、労働者派遣業務に関し濁滑に対応できる体制を有すること。

(2) 過去 2年以内に官公庁において、労働者派遺業務の受託実績を有すること。

(3) 地方洩治法施行令第167条の4の規定に該当しない者であること。

(4)
入札日から当該業務委託の落札決定日までの間において、那覇港管理組合及び沖縄県並びに那覇市、浦添市

から指名停止措置を受けていないこと。

(モう)

会社夏生法に基づき更生手続き開始の F静 立てがなされている者又は民率再生法に基づき再生手続き開始の準
立てがなされている者 (手続き開始の決質:後、入札参加資格の再認定を受けている者を除く。)ではないこ

と。

(6)
警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支醒する労働者派遣事業又はこれに準ずるものとして、那覇港管

理組合業務委託等からの排除要講があり、当該状況が継続している者でないこと。

(7)
入札参加資機の登録を申請する日前の直近 3年間の県民税及び事業税に関し滞紬がないことを証する書類

(原本)又は、徴収の猶予 (地方税法 (昭和25年法律第226号 )附景ll第59条第1項に規定するものに限る。)を
受けていること。

(8)

労働者派遺事業の通正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関ずる法で筆 (欝雷奉爾60年 法律第88号。以下「労

働者派遣法どという。)第5条第1項に規定する労働者派遣事業の許可を受けている者 (労働者派遺事業の腫正

な窪営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律等の一部を改正する法律 (平成27年法律第73号 。以下「改
正法」という。)附則第 3条第 1項の規定により労働者派遣法第 5条第 1項の許可を受けたものとみなされた

者および改正法附長ll第 6条第1項の規定により労働者派遺事業を行 うことができる者を含む。)であること。
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3 契約条項を示す場所、資間及び国答

4 資本善ヽ確認申請善等の提出

5 入札手続き等

契約条項を示す場所
那覇港管理組合ホームペエジの当該入札公告ヘージに掲載
(httpS://nahaport 」p/business/contract/)

貿間・回答競聞等

入札・契約手続
に関すること

那覇市通堂町 2番 1号  3階
那覇港管理組合 総務部 総務課 総務班
電 話 :098工 868-2578 FAX i098-368-2629

提畠期間
自 令不世プ′ヰ2月 27日 (本

上記期間の土日及び祝日を
) ～ 王 令和 7年 3月 11日 (火 )

除く篠日、 9時から16時 まで。

提出場所 上記に同じ。

堤基方法 竃送 (FAXま た Iま電子 メール (koZ_yOnaha2024@nahaportと p))

回答方法 那覇港管理組合ホームページの当該入本と公告ページに掲鐵

園答期F臓日
園答自から 令和 7年 3月 13日 (木)まで
上記報聞の上日及び祝日を除 く毎自、O時から17時 まで。

資格確認申請書

本競争の参加希望者は、次の書類を期限内に提出すること。
なお、期限までに提出がない場合、本競争に参加することができない。

提出書類
①-4費競争入札参加資機確認申請書
②返信用封筒 (入札結果通知用 (110円切手離付),
③印鑑証畷薯 (原本)

提農期F目弓
自 令和 7年 2月 27鳳 (本) ～ 至 令和7年 3月 11風 (火 )

上記期間の上国及び祝日を除《毎日19時から16時 まで。

提農場所

〒900二 〇〇35 那覇市通堂町 2番 1号  3階
那覇港管理組合 総務部 総務課 総務班
電話 098-868-2578

提出方法 持参叉
`ま

郵送 (一般書留もしく,ま簡易薯留)

提出部数 1部

入札期目等

入札方法

本件は、紙入札により実施する。
入札害等は、あらか じめ指定する日に醜達されるように (「酉己進H指定郵

l夏」)、 「―苺受藝留』又は「簡易善留どのいずれかの方法により郵送するこ

と。
持参や普通割l便で提出された場合、無効とする。

提農書類 入札審

配達指定日
(入札轟)

令和 7年 3月 17目 (月 )

宛先

〒900工 0035 那覇市通堂晦 2番 刊号
那覇港管理組合 総務部 徐務課 総務班
電話 098-868-2573

入札書に記朝す
る金額

落芹と決定にあたつてl歓 、入札馨に記載された金額に基該金額の100分の10に

相当する額を加算した金籟 (当 該金額に1円未満の端数があるときは、その端
数金額を切り捨てた金額)を もって落札価格とするので、入札者fま、消費税
及び地方消費税に係る課穣事業者であるか免槻事業者であるかと問わず、見
積もつた契約希望金額の110分の10Cに相当する金額を入本と書に記載するこ
と。                `                |

入本とに闘する注
意事項

ア 入札書の (じの数字 (任意の数宰 3桁 )は、同額 くじ抽選が発生

した場合に使用するため、必ず記入すること。
イ 酉己達指定日以外の日に届いた入本と書は、受理 しない。
ウ 入札警の霞付fよ 、F猪弓札霞を記入すること。

入札の無効
本公告に示 した競争参加資絡のない者のした入札、資格確認申請善等に虚紬の記載をした者

のした入札及び入札に関する条件に違反 した入れは、無効とする。

入札の番華還等
資格確認申講審の提出後、都合により入本とを辞退する場合は、開札露時までに入札辞退届を

提出すること。
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6  開本と

開札日時 令和 フ年 3月 18日 (火) 13:30  ※入札書の日付

開札場所
那覇港管理組合 2階大会議室
※入札者 1ま 、F狩月札に立ち会うことができる。 (再入札に参加する場合 Iま 、開札

時点から立ち会うこと。)

7

開札後、落札者の決定をイ乗留し、予定l函奉各の範囲内で有効な最低の価鶴をもって入札を行つ
た者 (以下「落札候‡繭者」という。)れ らヽ順に競争参加資格の審査を行う。落札候ネ甫者は、ダ魂
限までに資格確認申護書等を提出しない場合、競争参加資t毎がないものとする。

なお、落本と候‡蔵者は上位からll腱 に 3者 (上位の者と同額の者が複数いる場合はこの限りでは
ない。)を決定と資格確認資料を求めるが、適格者が確認できた時点で、次順位以降の者の競
争参力霞資格の審査 ,ま行わないものとする。

通知日 令和7年 3月 18園 (火)18:00 まで (予定)に対象業者あて通知する。

提農期限 令和 7年 3月 21日 (金)15:00 まで

提出書類 (別紙 1)資格確認資料護紙の書類目次に記載 した必要書類

提農都数 1部

提農方法 原則、持参

落札候補者の選定及び
事後審査の実施

提出先

〒900-0035 那覇市通堂町 2番 1号  3踏
那覇港管理組合 総務部 総務課 総務こサ三
電話番号 098-868-2578

競争参加資格の確認

競争参加資格の確認 1ま 、聞札後、申請書等の提農期限の日をもつて行うものとし、その結果
は以下の日までに書面により通知する。

令和 7年 3月 26自 (水) (予 定 )

なお(落札候率議者について競争参力窟資機が確認され適格者であることが確認できた場合1ま 、
落本と者決定通矢理をもって資零各石雀認縮桑の遍知に代えるものとする。

落本と者の決定方法
事後審査の結果、藩軋候準講者が競争参力晨資格を満たしていると確認 した場合は、当該落札候

卑蒔者を落札者とするとまた、その結果
'ま

,金入札参加者に違知するも

競争参力層資本各がないと認められた者 Iよ 、管理者に対 して競争参加資輩各がないと認められた理
由について説明を求めることができる6

管養竪者 rま説明を求められたとき1ま、替l青 を申し立て期限の翌日から逮算 しても日以内 (体 圃
を除く)に説日ジ要を求めた者に対し、警面により回答する。

擬農期限
競争参加資1各確認結果の通知を行つた日の翌自から趣纂して5日 以内 (休

日を除く)とする。

提出先 那覇港管理組合 総務部 総務課 総務班

競争参

'I風

資な各がないと
認められた者がその理
臣臨に対 して不月長がある
場合

提基方法
書面 (様式自由)を持参すること。嚢呂送又は電送 (メ ールや FAX)に よ

るものは受け付けない。

本入札に係る資料の取
″及い ‐

ア 資格確認申請書等の作成及び提出に係る費用|ま 、提出者の負握とする。
イ 契約担当者は、提出された資格確認申請審等について、競争参加資格の確認以外
に提出者に無断で使用しない。                       1

ウ 提出された資格確認申請書等は.返却しない。
工 提出難限内に限り、資奪名ヽ確認申講審等の修正、差し替え、追加、再提出を認め
る。

オ 提農期偶.罠を過ぎた場合、資4昏確認語静請書等は受 Fす 付けない。
力 資な昏確認申護姜等の受理後、書類内容を審査し、書類の記載漏れや添付漏れ等が
あつた場合すま競争参殉霞資機無しとなり、落札者となることはできない。

キ 費傘善確認串請壽等:こ歳鶴の記載をした場合、指名停止措置要領に基づく指名停止
を行うことがある∫
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8 入札保証金及び契約保証金

9 その他の事項

入札保護金

入本と保証金の金額等rま 、現金又は管理者が確実と認める有価証券等をもって見穫る契約金額
の100分 のS以上を納付するものとする。ただし、次のいずれかに該当する場合lよ i入札保証金
の納付を免除する。
ア 保険会社とのF口月に組合を被保険者とする入札保証保険契約を締結したとき。
イ 過去 2か年の関に園又は地方公共団体とその1重類及び★見模を同じくする契約

なお.女の者は入本とに闇する条件に進屈 11'‐ 主Iの ルiィ て、そ岱入利,を 雑輸μすみ。
(1)員湾限までに入札保護金の織付、若しくは納付に代わる上記ア、イのいずれかに係る書類

の提畠のない者
(2)入札保証金の金額等が上記の条件に満たない塀合
(3)入札保証金等の納付等に係る書類に不備があつた場合

また、一度提鵬された入札保護金の納付等の変更|まできないものとする。

※ 入札保証金を免除した落札者が契約を結ばない場合、損害賠懐金として、入本と    、

金額に消費税及び地方消費税を加えた額の100分 の5を那覇港管理組合に納付 b
なければならない。

※ イによ り入札保証金の免除を愛ける場合tま 、様式「地方公共団体等契約状況
確認」を提畠すること。

提出期瞬長 令和 7年 3月 14日 (金) rS:00

提出先
〒900i0035  郎覇市通堂町 2番 1号
那覇港管理組合 総務部 総務課 総務班
電話 098-868-2578

入札保証金
(三見金紬付 )

提出方法

ア 「入札保証金納付書発行依頼書とを持参すること。
※要事前連絡
イ 組合が発行する納入通知書により金融機関で保証金を納付し、
領収審 (写)を上記期限までに提出すること。

入札保証保険証券・入札

際証善・地方′y、` 共団体等

契約状況確認資料

提出方法 持参叉fま郵送 (西こ達が確認できる方法にて送付すること)

保険機関
保証期 F口η

F齋骨札日から2か月とする。

有価証券等
受入露時・受入方法等の調整があるので、事前に上記担当課ま

で連絡すること。

契約保護金
契約保証金の金額等は、翻轟覇港管理組合契約規則第 4条第 1項第 9号の規定により、免除す

る。

契約締結時期
本件に係る契約 1ま 、落札者の決定後、 7日 以内に縛縫する。ただし、管理者が特に指示した

ときはこの獨長りではない。

入札参加者等
の進守事項

入札参加者は、那覇港管理組合競争入札心得、仕本叢警等を藝読 し、これを蓮守すること。
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